
1.　法令遵守・国際規範の尊重

(2-1)  強制的な労働の禁止 1） 雇用の自由選択 １．強制的な労働の禁止

(2-2)  児童労働の禁止、若年労働者への配慮 2） 若年労働者 ２．非人道的な扱いの禁止

(2-3)  労働時間への配慮 3） 労働時間 ３．児童労働の禁止

(2-4)  適切な賃金と手当 4） 賃金および福利厚生 ４．差別の禁止

(2-5)  非人道的な扱いの禁止 5） 人道的待遇 ５．適切な賃金

(2-6)  差別の禁止 6） 差別の排除 ６．労働時間

(2-7)  結社の自由、団体交渉権 7） 結社の自由 ７．従業員の団結権

(3-1)  労働安全 1） 職務上の安全 １．機械装置の安全対策

(3-2)  緊急時への備え 2） 緊急時への備え ２．職場の安全

(3-3)  労働災害・労働疾病 3） 労働災害および疾病 ３．職場の衛生

(3-4)  産業衛生 4） 産業衛生 ４．労働災害・労働疾病

(3-5)  身体的負荷のかかる作業への配慮 5） 身体に負荷のかかる作業 ５．緊急時の対応

(3-6)  機械装置の安全対策 6） 機械の安全対策 ６．身体的負荷のかかる作業への配慮

(3-7)  施設の安全衛生 7） 衛生設備、食事、および住居 ７．施設の安全衛生

(3-8)  安全衛生のコミュニケーション 8） 安全衛生のコミュニケーション ８．従業員の健康管理

(3-9)  労働者の健康管理

(4-1)  環境許可と報告 1） 環境許可と報告 １．製品に含有する化学物質の管理

(4-2)  エネルギー消費および温室効果ガスの排出削減 2） 汚染防止と資源削減 ２．製造工程で用いる化学物質の管理

(4-3)  大気への排出 3） 有害物質 ３．環境マネジメントシステム

(4-4)  水の管理 4)   固形廃棄物 ４．環境への影響の最小化(排水・汚泥・排気など)

(4-5)  資源の有効活用と廃棄物管理 5） 大気への排出 ５．環境許可証／行政認可

(4-6)  化学物質管理 6） 材料の制限 ６．資源・エネルギーの有効活用(3R)

(4-7)  製品含有化学物質の管理 7） 水の管理 ７．温室効果ガスの排出量削減

8） エネルギー消費および温室効果ガスの排出 ８．廃棄物削減

９．環境保全への取組み状況の開示

(5-1)  腐敗防止 1） ビジネスインテグリティ １．汚職・賄賂などの禁止

(5-2)  不適切な利益供与および受領の禁止 2） 不適切な利益の排除 ２．優越的地位の濫用の禁止

(5-3)  適切な情報開示 3） 情報の開示 ３．不適切な利益供与および受領の禁止

(5-4)  知的財産の尊重 4） 知的財産 ４．競争制限的行為の禁止

(5-5)  公正なビジネスの遂行 5） 公正なビジネス、広告、および競争 ５．正確な製品・サービス情報の提供

(5-6)  通報者の保護 6） 身元の保護と報復の排除 ６．知的財産の尊重

(5-7)  責任ある鉱物調達 7） 責任ある鉱物調達 ７．適切な輸出管理

8） プライバシー ８．情報公開

９．不正行為の予防・早期発見

(6-1)  製品の安全性の確保 １．製品安全性の確保

(6-2)  品質管理 ２．品質マネジメントシステム

(6-3)  正確な製品・サービス情報の提供

(7-1)  サイバー攻撃に対する防御 １．コンピュータ・ネットワーク脅威に対する防御

(7-2)  個人情報の保護 ２．個人情報の漏洩防止

(7-3)  機密情報の漏洩防止 ３．顧客・第三者の機密情報の漏洩防止

8.　事業継続計画 (8-1)  事業継続計画の策定と準備 Ⅶ　社会貢献 １．社会・地域への貢献

Ａ. マネジメントシステムの構築 1) 企業のコミットメント

Ｂ. サプライヤーの管理 2） 経営者の説明責任と責任

Ｃ. 適切な輸出入管理 3） 法的要件および顧客要求事項

Ｄ. 苦情処理メカニズムの整備 4） リスク評価とリスク管理

Ｅ. 取り組み状況の開示 5） 改善目標

6） トレーニング

7） コミュケーション

8） 労働者のフィードバック、参加、苦情

9） 監査と評価

10） 是正措置プロセス

11） 文書化と記録

12） サプライヤーの責任

A. 労働

Ⅴ　品質・安全性

C. 環境 Ⅲ　環　境

D. 倫理 Ⅳ　公正取引・倫理
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項目比較表

第2部 管理体制の構築

Ⅵ　情報セキュリティ

E. マネジメントシステム

7.　情報セキュリティ

2.　人権・労働

3.　安全衛生

4.　環　境

5.　公正取引・倫理

6.　品質・安全性

B. 安全衛生 Ⅱ　安全衛生

Ⅰ　人権・労働


